ゴソウセンダンホウシキ ノ ギンコウケイエイ by 富田 博久
自鴎大学論集　第11巻　第1号（1996）253～280
随筆
護送船団方式の銀行経営
富　田　博久
目 次
1．はしがき
2．金融恐慌の教訓
3．第2次大戦後のわが国の銀行経営
4．規制を中核に据えた銀行経営
5．崩れゆく護送船団方式
一253一
富田　博久
1．はしがき
　　　最近、よく護送船団体制、あるいは護送船団方式の銀行経営、日本の銀行
　　は護送船団だ、などという言葉を耳にする。
　　　護送船団は文字通り軍用語で、警備艦に護られた船団（人・物などの輸送
　　船団）を意味する。
　　　護られている輸送船団は安全であるから、それ自態悪いことではなく、寧
　　ろ、安全に目的地に到着できる船団なので高く評価できるから、許されるな
　　らば、誰でもそうありたいと願うだろう。
　　　しかし、昨今の護送船団という言葉の使われ方は、いささか皮肉っぽい表
　　現で、必らずしも良い意味の場合のみでなく、時には、独立できない、自立
　　できないために、誰かに護られて、はじめて独立航行できるのだという場合
　　に使われることも多いように思う。
　　　護衛をはずされた船団が、海に乗出すと、一寸先は闇、右からも左からも
　　魚雷が突進してくるかも知れない、上空からは何時雷撃攻撃を受けるかも知
　　れない、誠に危険きわまりない。
　　　護衛艦のいない船団は安全を確保するために、自らを自らで護る以外に方
　　法はない。
　　　こと程左様に危険水域であることがわかっていたので、護衛がついたので
　　あり、護衛の程度も、この船団ならば最低限ここまでの警備を、必要ならば
　　更なる護衛体制を、ということが検討されよう。危険のない状態では護衛、
　　警備の必要はないから、護衛の必要な状態とは、何らかの危険或いは不安定
　　さが予想される状態ということになる。
　　　予想される危険、或いは不安定状態とは何かが問題となる。歴史を繕くと、
σ　金融システムが何回か危険にさらされた状態があった。
　　　これらに対する自衛策が護送船団を組む必要性をもたらしたように思う。
　　自らを護ること、すなわち、自衛が最も重要なことであるが、ここにも種々
　　の考え方が介在する。
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　すなわち、不測の事態に対して常時完全防備体制をとっておくことの重装
備のコスト。又、コストのみでなく自分の能力の限界、他に依存せざるを得
ない諸事情等々、が重なり、さらには、文化風土、国家体制、社会・経済情
勢、あるいは、政策目標などが加味され、今日いわれる護送船団方式が出来
上ったものと考えられる。
　船団の中の一員としての立場からみると、或る程度は自由の規制を受ける、
力の余っている者にとっては不満が生じようが、非力の者には、無上の助人
となる。
　公正な護衛を希望する、勢い力の強い者、現在では公的機関に助けを求め
る。
　一方、船団を護衛する立場からみると、護衛するためにはコントロールす
る権限が必要となる、従属性、命令権、現場の調査権、必要な是正をさせる
権限などが必要となる。スムーズにこれら権限を駆使できるのは公的機関が
最良ということになる。
　近時、金融環境は大きく変わりつつある。この時に、もう一度護送船団の
意味を考えてみるのも意義のあることと思う。
　金融機関（この範囲は、銀行、信金、信組から証券、保険、ノンバンクま
でを含める〉がいかに変容してゆくかは、外部環境の変化、すなわち、社
会・経済環境の変化に加えて、金融機関そのものが、外部環境の変化に影響
され乍ら自己改革を行なってゆくことによって決まってゆくことでもある。
　DKB総研のH氏に“護送船団方式の銀行経営”の英訳を相談したら早速
に「Bank　management　under　the“convoy　syste㎡’」のアイディアを呈供
してくれた。さらに、“convoy　system”についての補足説明を次のように加
えてくれた。
“無erWorldWar2，Nobankfailurehadbeenpemi枕edinJapanforthe
purpose　ofkeeping　financial　system　sound．The　banking　authority（MOF）
took　this　policy　because　thatwas　believed　to　be　the　best　way　to　realize　fast
eCOnOmiCreCOvery．
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　To　achleve　this　policy，banking　institutions　had　been　segmented　in　temls
of　business　live　on　geographically，and　interest　rates　had　been　regulated
unti11994．TheMinistlytoldbankswhattheyshouldand　shouldnotdo．
　As　a　result，these　regulations　signt行cantly　reduced　chance　of　reasonable
competition．Under　the　protection　of　these　heavy　regulation，even　the
weakest（the　least　e伍cient）bank　could　avoid　failure．
　This　policy　is　sometimes　called　“convoy”system，where　the　strongest
banks　slows　down　so　that参11banking　institutions　keep　in　pace　with　others．”
　この説明をみると、戦後の日本経済の復興・発展の過程の中の銀行行政を
狭義のconvoysystemということになるのかとも思う。
　しかし、ここで、もう少し掘下げてconvoyの発生原因を追及してみたいと
思う。
　何故に戦後の経済復興過程における銀行行政の梶取りの基本にconvoy
systemを据えたかの遠因を戦前に逆上って本稿では考えてみたい。
2．金融恐慌の教訓
　わが国の金融史上で金融恐慌と目されるものを拾うと、大・小取りまぜれ
ば、相当数になるが、まず、代表的なものとして、昭和2年の金融恐慌があ
げられる。
　昭和元年は、12月26日から31日迄の6日間で、昭和は実質的には2年から
はじまったといってよい。
　昭和2年の金融恐慌は、昭和2年3月14日の衆議院予算委員会で、時の蔵
相片岡直温氏が、東京渡辺銀行の破綻を口走ったことに端を発したが、その
遠因は、それ以前の関東大震災にあったようである。
　この問の動きをみると次の通りである。
　大正12年（1923〉9月1日
　　　　　関東大震災発生。
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　大正12年（1923）9月7日
　　　　“私法上の金銭債務の支払延期および手形等の権利保存行為の期
　　　　間延長に関する件”公布・施行（緊急勅令によるモラトリアム
　　　　「支払猶予令」施行）。
　大正12年（1923）9月26日
　　　　支払猶予令は同勅令期限（9月30日）で撤廃することを決定。
　大正12年（1923〉9月27日
　　　　　“震災手形割引損失補償令”公布・施行。この限度は1億円。
　大正12年（1923〉9月28日
　　　　　日銀は“震災手形割引損失補償令”による特別融通開始、（新規
　　　　持込み締切り期限は大正13年3月末）。
　大正14年（1925）3月31日
　　　　　日銀の“手形割引による損失の補償に関する法律”公布。（大正12
　　　　年9月27日公布勅令による特別融通期限を一年延長し、大正15年
　　　　9月30日までとする）。
　大正15年（1926）3月29日
　　　　　日銀の“手形割引による損失の補償に関する法律”改正、（特別
　　　　融通期限を昭和2年9月30日まで再延長）
　昭和2年（1927）1月26日
　　　　“震災手形損失補償公債法案”“震災手形善後処理法案”を第五二
　　　　通常議会衆議院に提出（3月4日衆議院、3月23日貴族院を通過
　　　　成立）。
　関東大震災は、当時の東京の市街地の構成を前提として、昨年の阪神大震
災と比較してみても、その被害の程度は甚大であったと想像される。
　そして、この被害救済のための震災手形の処理が、昭和2年の金融恐慌の
原因になったとみられている。
　前述の一連の動きにみられた通り、関東大震災直後の大正12年9月7日に
緊急勅令により実施された“モラトリアム”は、9月30日に打切られた。
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　震災により損害を蒙った商工業者を債務者として振出された手形（震災手
形）は、日銀が“日本銀行条例”によらずに、9月27日に公布・施行された
‘震災手形割引損失補償令”によって、各銀行の所持する震災手形の再割引
という形で処理された。これに伴う日銀の損失は、1億円を限度として、政
府が補償することとなった。
　日銀で割引かれた震災手形の総額は、大正12年9月28日から大正13年3月
末までの間に、96行、4億3。081万円に達し、昭和元年末に到っても、未決済
額が2億680万円と正常化には、なお、時間を必要とする状態であった。
　日銀で割引かれた、震災手形の大口は台湾銀行で、持込み額は、1億1．522
万円（全体の26。7％）、昭和元年末の未決済額は、1億3万円（全体の48．4％）
と、2位以下（藤本ビル・ブローカー、持込額3721万円、昭和元年末の未決
済額218万円、朝鮮銀行、同3．598万円、同2．160万円、安田銀行、同2．500万円、
同零、村井銀行、同2．042万円、同1．520万円）を大きく引き離し、震災手形処
理案は台湾銀行救済のためではないかと疑われた。
　さらに、台湾銀行と鈴木商店との取引関係がマスコミで暴露されるなどの
事件が相次いで起った。
　昭和元年末の台湾銀行の総貸出額は、7億1．998万円、このうち、鈴木商店
関係貸出金額は、3億3271万円（総貸出額の462％〉、しかも3億3．271万円の
うち固定貸出額が、3億386万円（鈴木商店向貸出額の913％）という状態で
あった。
　台湾銀行の融資の偏在と固定化は想像を絶するものがあった。
　このような情勢を反映してか、昭和2年に入ると、この震災手形を大口に
所持しているとみられた銀行に、一般預金者の緩慢な取付けがはじまった
（預金の預け替えの動きである）。特に、東京渡辺銀行の悪評が巷間に流布さ
れていた。（東京渡辺銀行の昭和元年末、日銀割引の震災手形未決済額は653
万円と規模に比し多額であった）。
　このような状態の中にあって、昭和2年3月14日に衆議院予算委員会で、
震災手形整理法案を中心に白熱の論戦が続いている時、片岡直温蔵相が「現
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に、今日正午頃において東京渡辺銀行が破綻をした」と口走った事件が起き
た。有名な片岡蔵相の失言事件である。
　東京渡辺銀行は、3月14日に、一時手形交換尻の決済ができず、支払い停
止のやむなきに到ったが、その後資金調達ができ、蔵相が口走った午後3時
頃には正常営業を続けていた。
　翌15日には、東京渡辺銀行、あかぢ貯蓄銀行が休業、19日には、中井銀行
（東京）が休業、この休業により東京市中の各銀行に取付け騒ぎが発生、22
日には東京の中沢・村井・八十四銀行、横浜の左右田銀行、埼玉の久喜銀行、
京都の山城銀行が休業、23日になると、桑船銀行（京都）、浅沼銀行（大垣〉、
添田銀行（福島〉が休業に入った。
　3月26日には、台湾銀行が鈴木商店に対し、新規融資の打切りを通告した。
　一方、台湾銀行からの融資がストップした鈴木商店は、再建見通しが困難
となり、4月1日には株式相場の大暴落をまねき、遂に、4月5日には破綻
のやむなきに至った。
　鈴木商店の破綻に伴い、関係の深かった神戸の第六十五銀行が休業、神戸
市内の銀行取付け騒ぎが発生、株式相場は恐慌相場を呈した。
　同時に、鈴木商店への債権過重状態にあった台湾銀行の経営が危殆に瀕し、
4月13日には、政府の台湾銀行救済案が決定され、経済界の不安の鎮静化が
図られた。
　しかるに、4月15日に至り、枢密院精査委員会は台湾銀行救済に関する緊
急勅令案を憲法違反として否決（17日に本会議も否決）したので、4月18日
には、台湾銀行も台湾島内店舗を除き休業の止むなきに至った。
　内閣は若槻内閣から田中内閣に変わり、全国各地の中・小規模銀行の休業
が続出、4月21日には、各地の取付け騒動はピークとなった。市中銀行は4
月22・23日の両日を自主的に臨時休業し、政府も徹底的救済案をとる旨を声
明し、4月22日には、三週間のモラトリアム実施に関する緊急勅令が公布・
施行された。
　同時に、日銀も日銀貸出の便宜的措置を取りはじめ、25日には金融機関も
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営業を再開、漸く金融不安は鎮静化した。
　5月9日には、“日銀特別融通及び損失補償法・台湾の金融機関に対する資
金融通に関する法律”が公布・施行され、同日から台湾銀行の休業店舗の営
業も再開された。
　金融恐慌を物語るものとして、日銀の貸出残高の増加状況がある。すなわ
ち、昭和2年3月中旬には2億円台であった日銀貸出残高が3月23日には、6
億3。000万円、4月25日には、20億9．500万円へと急増している。
　また、日銀券（見換券）の発行高も、恐慌前は、11億円前後だったのが、
昭和2年4月25日には、26億5．900万円へと増加した。
　このため、日銀では紙幣の印刷が間に合わず、200円紙幣の表面だけを印
刷し、裏は“白地”のものを使用した。当時の通貨流通環境としては、200
円紙幣は高額紙幣で流通量は左程多いものではなかったという事情もある
が、それでも裏面が“白地”というのは異例のことで、“裏白”という愛称
で流通したのは注目すべき現象だったといわねばなるまい。
　昭和2年3月から4月23日までに休業した銀行の数は28行、その後の休業
行を加えると、7月末までの5か月間で37行が扉を閉めた。
　その金融総額は、8億8．600万円に達した。これらの休業銀行のうち、翌昭
和3年3月末迄に、単独で営業再開に漕ぎつけたのは15行、他の銀行に合同
したのが6行、他行に預金を引継いだのが3行、解散したのが1行、あとの
12行は、なお、整理未了のまま対策に悩んでいた。
　恐慌のあとで、昭和2年10月に政府の肝入りで昭和銀行が設立された（後
に安田銀行に合併された）。昭和銀行には、当時の第一、三井、三菱、安田、
住友の各行が出資し、この恐慌で再起不能とされた近江、中井、村井、中沢、
八十四の各行を合併した。
　金融恐慌を契機に、大蔵省は各銀行に対し減配を示唆し、各行とも配当率
の引下げを実行した。記録によると、第一銀行は年13％から11％へ、三井は
12％から10％へ、三菱が10％から9％へと減配し、安田、住友もこれに倣っ
た。
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　金融恐慌の中で、金融界の情勢変化のうち特筆すべきものは、大銀行への
預金の集中という現象だった。中・小規模銀行から引出された預金は、8億
3．000万円以上といわれているが、この殆んど大部分が、第一、三井、三菱、
安田、住友の五大銀行（この頃から英国のBig－Fiveに倣って五大銀行の名
称が出てきた）に集中した。
　全国普通銀行中に占める五大銀行（第一、三井、三菱、安田、住友）の比
重の推移を、昭和元年末と3年末とで比較してみると、預金は24．3％から
34．6％へ、貸出は20。7％から25．6％へ、有価証券は28．0％から40．0％へと増大し
ている。
㊧1．参照：“第一銀行を築いた人々”河野幸之助著、日本時報社刊
行。
㊧2．統計数字は、日本金融史他の統計資料による。
　以上のような金融恐慌の過程を通して、わが国の金融システムの弱点が、
様々な形で露呈されてきた。
　例えば、台湾銀行の鈴木商店に対する融資の偏重、加えて、資金の固定化
の問題、小規模銀行の資本力の弱体性、経理規準の不統一性、経営理念、方
針の不明確さ、行政当局の指導、監督の不十分さ等々の問題が噴出してきた。
　何回かの金融恐慌を、その都度克服してきた最も有力な武器は何であった
かを考えてみると、予防的な措置、すなわち、金融の仕組、運営方針、そこ
に働く人材の質、融資量の規制等々と数えあげられるが、恐慌顕在化の暁に
おける応急措置を具現できるのは、なんといっても政府のリーダー・シップ、
それに伴う日本銀行の機動的対処療法措置である。日銀の持つ特別融資等の
行使が最も効果的であった。
　ところで、明治26年施行の銀行條例は、30年余を経ており、その間に社会、
経済情勢も大きく変わり、実情にマッチしないものも少なくなかった。この
ような背景の下で、昭和2年3月、銀行法公布（昭和3年1月施行）の運び
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となった。
　新らしく制定された銀行法の要旨は次の諸点であった。
　①銀行の組織型態を株式会社に限定した。
　②東京、大阪、その他の大都市に本支店を持つ銀行の最低資本金額を
　　200万円以上にした。一種の資本金規制のはしりである。
③支店新設を制限した。支店新設の規制である。
　④主として、担保付社債信託、保護預り以外の兼業を禁止した。一種の
　　業務規制である。
　⑤法定準備金を義務づけた。
　この新しい銀行法の施行により、全国規模で中小銀行の整理統合が進み、
全国の銀行数は昭和元年から7年までの間に、1。420行から538行に減少した。
徐々にではあるが、現在の“Convoy　Syste㎡ヲの萌芽がみられはじめたわけ
である。
　ここに、昭和2年4月30日に東海銀行（注、参照〉を合併した第一銀行頭
取の被合併銀行の行員にあてた書簡がある。当時の大銀行の経営理念の一端
が赤裸々に表明されており現代にも通ずるものであるので全文を掲載して参
考に供する。
㊥1．東海銀行：明治22年、資本金50万円で日本橋区堀江町に設立。大正
10年に八十一銀行を合併、都内12ヶ店、栃木県6ヶ店、群馬県3ヶ店、長
野県1ヶ店の店舗を持つ。
③2．昭和2年4月30日付、第一銀行頭取、佐々木勇之助より宇都宮支店
支配人、小平儀平宛書簡。
　「今回第一銀行に於て東海銀行を合併する事になりましたに就ては、是迄
東海銀行に御勤務なされたる諸君は今後第一銀行の行員として我々と共に事
務を執って貰はなければなりませんから、夫れに付て一言第一銀行の成立ち
及其営業方針を諸君に御話ししたいと思ひます。
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　他の行員諸君へは貴下より宜しく御傅えあらんことを希望致します。
　第一銀行は諸君も御承知の如く明治六年澁澤子爵が三井、小野其他当時の
富豪を勧誘して国立銀行條例に依り創立したる本邦に於ける最初の銀行であ
ります。
　創立以来五十有鯨年基礎は益々堅実を加え営業は次第に拡張せられて居る
のであります。
　今回東海銀行を合併したるに付ては営業の範囲も愈拡大せらるる諄であり
ますから諸君に於ては第一銀行の方針に由り其趣旨を体して銀行の為めに一
層御勉強あらんことを希望する次第であります。
　右に述べました第一銀行の方針と申しても別に変わった事ではなく只銀行
本来の職分を忠実に実行する迄の事であります。
　今諸君の前に私が銀行の講釈をするのは釈迦に説法の如き嫌はあります
が、多くの銀行は只預金を集めて之を貸出せば宜しいと思ふ様でありますか
ら此事を御話しする次第であります。
　私の見る所では銀行の営業は自己の資本金及積立金を基礎として公衆の資
金を預り之を確実に運用して預金者に相当の利益（即利息〉を興へ自己も其
差益を収めて株主の為めに利益を図るを目的とするものでありますから、荷
も銀行員たるものは株主及預金者の為めに善良なる管理者の心得を以て貸出
其他資金の運用に就て周到なる注意を用ひ誠実に其事務を取扱はなければな
らぬのであります。
　されば其貸出を為すに当りましては常に真面目な商工業の資金を供給する
ことを念とし荷くも投機思惑に用ゆる資金でありましたならば絶対に之を避
けねばなりません、假しや商工業の資金でありましても其回収の見込が確実
のものでなければならぬのであります、又其担保は相当の価格のあるもので
ありましても之が不動産であるとか又は不動産の投資資金に用ゆる為めであ
りましたならば貸出は出来ぬのであります。
　前に申述べました如く銀行は株主及預金者の為めの管理者でありますから
如何なる場合と云へども損失を蒙らざる様心懸ることが肝要であります。
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　就ては支配人たる者は自己の管理する店の営業に於て大ひなる利益を挙げ
其功績を誇らんとするよりも飽く迄も銀行に損失を蒙らしめざる様心懸くる
事が必要であります。
　次に銀行員の心得としては各店の支配人は本店の指揮命令に遵ひ処務規程
に依り忠実に其事務を処理し行員は規程と支配人の指揮に従て之を取扱ひ決
して自己の独断を為さざる様せられたきことであります。
　而して銀行員は常に誠実を旨とし人格を高尚にすることを心懸けなければ
なりません殊に支配人次席者等其店の主脳たる人々は公正忠実の考を以て人
に接し取引先其他の信頼を受くることを心懸けられたきものであります。
　又銀行員は身分の高下に拘はらず自己の収入する一定の金額を以て生計を
立て、他より負債を為さざる様心懸けねばならぬと思ふのであります。
　是等の事は分り切りたることにて此際殊更に御話しする必要はない様であ
りますが人は分り切った事を守らない為めに間違を生じ易いものであります
から諸君が第一銀行の行員にならるる最初に於て私の老婆心を申述ぶる次第
であります。失礼の段は御諒恕あらんことを希望致します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上」
3．第2次大戦後のわが国の銀行経営
　1945年（昭和20年）8月15日に、わが国は敗戦を迎えた。この日から未経
験の事象が随所に起ってきた。なにしろ、敗戦ということ自体が未経験な国
であったから当然のことである。
　しかし、敗戦の現実には酷しいものがあった。約45％に及ぶ領土が失われ
た。この狭くなった国土に6000万人の軍人を含む海外からの引揚者が帰って
きた。国内には軍需産業打切りに伴う失業者が溢れ、巨大な戦争被害に伴う
国土の荒廃、食糧危機、悪性インフレ（1945年8月比、1946年2月で卸売物
価指数は26倍、日銀券発行高が2．1倍）が横行した。
　特に、インフレの根源の一つをなした日銀券の増発は、臨時軍事費の増大
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（復員軍人の退職金支給、軍需産業への損失補償等）、連合軍の駐留費（日銀
の立替金〉、巨額の国債発行と日銀の引受、預金の減少と貸出の増大傾向
（日銀の信用膨張）等に起因するものであった。
　これに対処する政策として、通貨措置をもって喰いとめる策がとられた。
　すなわち、終戦翌年の1946年2月17日には、“金融緊急措置令”が公布・施
行され、通貨の一部を新銀行券（新円）に交換、残りを封鎖預金として凍結
したので、1946年2月18日の日銀券発行残高618億円は、翌3
月2日には152億円に収縮した。
　終戦初期の占領行政の中心は、わが国の非軍事化と民主化に焦点がしぽら
れた。
　すなわち、農地改革（193万町歩が地主から小作農へ解放）、労働民主化
（1945年“労働組合法”、1946年“労働関係調整法”が成立）、財閥解体（1947
年“過度経済力集中排除法”の施行により325社が指定されたが、米・ソ問
の対立が表面化し、このうち225社が解除）、独占禁止（1947年“私的独占禁
止法”成立〉等が急速に進められた。
　日本経済は再建に向って力強く始動しはじめたわけである。
　動きをみると、1946年8月には経済安定本部が設置され、“企業再建整備法”、
“金融機関再建整備法”、“復興金融金庫法”等々が相次いで公布・施行され
た。
　戦後初期の段階では、わが国の輸入の60％強は、米国の対日援助でまかな
われた。それはGAR　l　OA（Goverment　Appropriation　for　Relief　in
Occupied　Afea　Fund〉によるもので、食糧、燃料、原材料等の貴重な物資を
輸入することができた。
　1948年からは、経済援助の強化に伴いガリオアに加えて、E　R　O　A
（Economic　Rehabilitation　in　Occupied　Area）が加わって経済復旧が進めら
れた。
　1947年1月25日に開業した復興金融公庫は産業活動の復興（傾斜生産方式
がとられた）を助けたが、原資の大宗を復金債の日銀引受に求めたので、勢
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いインフレ助長につながった（復金インフレといわれた、例えば、1949年3
月末の復興金融公庫の融資残高1320億円、保証残高75億円、この調達は、政
府出資250億円、復金債m70億円が主体で、復金債の60％は日銀引受による
ものであった。）
　復興金融公庫は1951年末に解散（1952年に開銀が継承）、6年間で幕を閉じ
たが、その活動は功罪ともに論ぜられるも、戦後の経済活動の立上りに果た
した役割は高く評価されるものであろう。
　1946年3月末の全国銀行貸出残高は、1．110億円で、この75％相当の835億円
が軍需、指定命令の融資であった。この大部分が“戦時補償特別措置法”の
施行により、補償打切りで損失となり金融機関の資本勘定では補填不可能と
なった。この処理は、その後の“金融緊急措置令施行規則”の改正で、封鎖
預金を第1封鎖預金（小口預金〉と第2封鎖預金（大口預金）に分離し、第
2封鎖預金は銀行の再建終了まで棚上げの措置が講ぜられた。さらに、“金融
機関経理応急措置法”、“会社経理応急措置法”の施行により、1946年8月11
日午前零時現在で戦時補償打切りに伴う整理対象となる勘定を旧勘定として
分離し、1946年10月30日の“金融機関再建整備法”施行により、前述の新・
旧勘定の分離、資産の再評価と損失の確定、損失の一定規準による補填、
新・旧勘定の併合の再建計画を策定、大蔵大臣の認可を得て、1948年3月末
に新・旧勘定を併合し、その結果、確定損失の70％を預金者・債権者で、
30％を株主負担ということで、第2封鎖預金は切捨てられた。
　1948年の新・旧勘定併合に伴う全国銀行の決算の結果、確定損失は248億円
に達し、このうち30％に相当する75億円は株主負担（評価益分46億円、減資
分28億円）、70％に相当する170億円は預金者・債権者の負担（第2封鎖分103
億円、その他66億円）で処理された。
　この結果、1948年10月1日を期して、各銀行は新資本金で再出発したわけ
である。
　財閥解体の結果、銀行の商号も、三菱が千代田、安田が富士、住友が大阪、
野村が大和等々と改称して再出発した。しかし、1952年5月7日に財閥商号
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使用禁止令の廃止に伴い、各銀行とも旧名称に復帰したが、富士、大和のみ
はそのまま現在に至っている。
　復金融資の増大、傾斜生産方式の展開、対日経済援助の促進などにより、
日本経済は漸く再建の軌道に乗ってきたが、財政の赤字、賃上げ圧力の為の
企業経営の赤字が続き、その根底にはインフレ基調が定着しようとしていた。
この収拾と為替レートの設定による国際経済へのサヤ寄せを、どのような手
順で行なうかが大きな政策課題となっていた。
　一方、米国政府も極東情勢の変化（朝鮮民主人民共和国の成立、中国共産
党の満州進出、ベトナムのホー・チミン軍の活動など）に対応して、日本経
済の安定を早期に図る必要性が高まってきた。
　このような状況下で、日本経済の安定自立について1948年11月には、“賃金
安定3原則”、12月には、“経済安定9原則”がG．H．Q．（General
Headquartersの略、連合軍最高司令部）指令として示され、翌1949年3月に
は、経済顧問として来日したドッジ公使により経済安定計画が立案された。
　所謂、ドッジ・ラインで、経済自立の為には通貨価値安定こそが先決で、
その限りにおいて援助が供与されるというインフレ抑制策がとられた。
　ドッジ・ラインの中核は、緊縮財政の展開であり、1949年度財政予算は、
一般会計のみならず特別会計、政府機関収支、地方財政を含めて統合収支の
徹底的均衡を図る超均衡予算であった。
　復金インフレの収拾策については、収支予算は国会の承認を得ること、復
金債の発行を停止する、復金の新規融資は回収の範囲内とし、既発復金債
1．091億円は1949年度中に償還する、という酷しいものであった。
　経済自立化のもう一つの柱である為替レートについては、いくつかの準備
期間を設け、1949年予算の成立をまって、4月25日から「1ドル＝360円」の
対米単一レートが実施された。
　経済安定計画の推進の結果、インフレの収敏、統制経済から自由経済への
移行が進んだが、同時に、多方面にデフレ効果が浸透してきた。
　このとき、1950年6月25日、朝鮮戦争が勃発した、朝鮮戦争ブームの到来
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である。1953年7月27日に休戦協定が成立する迄の約3ヶ年問に、日本経済
は不況からブームに一変した。所謂、「特需」の大量発生と輸出の急伸であ
った。国内滞貨は一掃され、鉱工業生産も1950年1月には戦前（1934～36年）
の水準を突破するに至った。
　国際収支もアメリカからの援助なしに均衡するようになり、戦後の日本経
済は、この1951年度をもって、ほぽ復興段階を終えた。
　その後のわが国経済は、1951年9月8日、講和条約を締結（1952年4月28
日発効）、漸く独立国家として、好・不況を繰り返し乍ら前進をはじめた。
　この間において、金融システムの骨組が出来上ってきた。
　商業金融を主業務とする普通銀行に加えて、長期金融、貿易、中小企業金
融などの専門金融機関の育成、さらには民間の質的補完を行なうための政府
系金融機関が整備された。
　すなわち、①“証券取引法”（1947年3月）の制定により第65条で銀行・証
券の業務分野を規定した、②“私的独占禁止法”（1947年4月）の制定により
金融機関の株式保有に制限が加えられた、③銀行・信託業務の分離指導、④
長・短金融分離（1952年6月、“長期信用銀行法”公布〉、⑤東京銀行が外国
為替専門銀行として発足（1954年4月、“外国為替銀行法”公布・施行）、⑥
“臨時金利調整法”の公布・施行（1947年2月）、⑦シャープ勧告（1949年8
月）により配当所得優遇税制の採用により、従来の日本の金融制度の特色で
ある問接金融方式にメスを入れようとした（G　H　Qの考え方は、間接金融方
式の優位は、満州事変以降の侵略政策を資金面からバック・アップするのを
容易にしたというものであったが、遠因は1940年前後の統制色の濃い諸法令
にあったことは事実である。例えば、間接金融移行は、1937年の“臨時資金
調整法”、1940年の“銀行等資産運用令”、1942年の“日本銀行法改正”、同年
の“金融統制団体令”などに負う処が大きかったといえよう）。
　しかし、一部はG　H　Qの指導・命令の方向に副ったが、活動実態がそれに
馴染まぬ分野については、占領行政の稀薄化と共に伝統的手法が取り入れら
れてきた。
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　これらの結果として、重厚な規制に護られた金融制度が出来あがり、この
制度の運営の下に銀行経営が行なわれるという状態に入ってきた。
　これが戦後の高度成長経済の動脈的役割を果してきた護送船団方式による
銀行経営といえるものである。
4．規制を中核に据えた銀行経営
　終戦時の経済混乱を収拾したのは通貨政策であり、以降の経済発展政策の
中核におかれたのも金融・財政政策であったといえよう。
　　　　　　　　　　　　　　　かね　換言すれば、信用経済の中枢は金の経済ということになる。
　戦後の経済発展を支えた金融システムは、どのように運営維持されてきた
か。これが、oonvoy　system（護送船団方式）といわれるもので、既に見てき
たように、金融史上の幾多の金融恐慌の経験が隼かされ、加えて、法的整備、
金融組織の改善、金融機関経営の在り方等々が盛込まれてきたものと理解し
てよいように思う。
　社会的福祉（或いは厚生）を標榜する現在の経済政策の中にあって、金融
システムのあるべき姿や運営には、勢い、様々な規制が介入せざるを得ない
ことになる。
　しかし、経済の運営というのは難かしいもので、規制が嵩ずると規制緩和
が要求され、緩和し過ぎると別の角度からの規制が必要となるという矛盾的
循環を繰返すものである。
　戦後の経済復興においては、その中核となる絶対的信頼感を持った金融シ
ステムの構築・維持が必要とされた。
　その為に、規制を中核に据え、1940年前後の国家総力戦体制として整備さ
れた統制方式を、一部は占領政策により修正されたが、基本は残し、これが
戦後の高度成長の理論的背景をなし、協力な行政指導（官僚指導）の下に押
し進められたとみることができよう。
　その内容は、①競争制限的規制、②経営安定化の為の規制、③補完的措置
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（信用秩序を守る為のセイフティー・ネット〉に大別されよう。以下、それ
ぞれについて概要をみてみよう。
①競争制限的規制
　この狙いは、金融機関同志の競争を押えて、資金調達コストの低下を図り、
高リスクの運用を避けさせて安定性を確保する、さらに、経営上の信用不安
を除き、安定経営を持続させることを狙ったものである。
　　＠金利規制
　この中味には、まず、預金金利の低位設定がある。かくすることによって、
金融引締め時には、預・貸金利鞘が拡大し、不況時にも支払金利は低く押え
られるので、好・不況に拘らず金融機関の増益基調が保持される。
　次いで、銀行同志の協力、協定と監督官庁の行政指導の在り方がある。
　例えば、公社債の発行条件や各種手数料、運用・調達金利の横並び運営
等々である。
　高度成長期の金融機関は一貫して増益基調にあり、所謂、「銀行不倒神話」
がいわれ、最も安定した職場の別称が生れてきた。
　　　　　　　かね　　　　　　　　　　　　　かね　注目すべきは、金（資本〉には金の論理があるということである。丁度、
　　　　　　　　　　　かね　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　かね水が低きに流れるように、金は金利の高い方に動く、逆の金の借手からみれ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　かねば、金利の低い方に借手の意思は動く、金利規制は、この金の論理を無視し
ている。従って、マーケット・メカニズムが働かず、強者と弱者の力の差も
出ず、悪平等が強要されるという不自然な形が出来上る。鎖国時代ならいざ
知らず、国際化の波が押寄せる昨今では、自己満足は許されず、日本の常識
は世界の非常識といった現象が随所に見られるようになってきたわけであ
る。
　　⑤業務規制
　わが国の金融システムは、古くは英国流のサウンド・バンキングの経営思
想の流れがあったが、戦後はGH　Qの関係もあり、米国流の制度が入ってき
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ており、さらに、仏・独の制度、わが国独特の制度等々が交じり合い現在の
制度が出来上ってきた。
　まず、銀行・証券の分離、長・短金融の分離、銀行・信託の分離がある。
　1947年3月28日に公布された“証券取引法”は、翌年の改正により、当時
のGHQ民政局の監督下で、65條による米国の銀行・証券分離制度が導入さ
れた。
　米国の1933年の“グラス・スティーガル法”にならい、預金者保護を目的
として65條の導入が行なわれたとされているが、グラス・スティーガル法は、
投資目的の証券取得、株式取得を制限しているのに対し、65條は投資目的の
債券・株式取得・保有は一切制限していない（株式取得の独禁法上の制限は
ある）のをみると、65條の第一の目的は証券業者の健全な発展を可能にする
為の制度的基盤の提供にあったので、預金者保護は二次的だったように思う。
　それはさておき、銀行の証券業務は禁止されていた。
　1952年12月1日に施行された“長期信用銀行法”に基づく銀行は、日本興
業銀行、日本長期信用銀行、日本債券信用銀行の3行であるが、銀行業務の
分化を行ない、債券発行による長期資金を基本原資として普通銀行と融資面
でマーケットを分けている。（近時は同質化の傾向にある）。長期産業金融の
ノー・ハウを専門的に特化しながら生かしていったものである。
　1953年12月25日付の銀行局長通達“普通銀行の監督に関する行政事務の取
扱いについて”で普通銀行の信託業務を禁止し、1957年に入り銀行・信託分
離行政が推進された。欧米の信託業務の中心である財産信託管理に比し、貯
蓄手段としての性格が強いわが国の信託銀行を、証取法65条との兼合いで、
普通銀行との垣根を設け信託銀行の保護を図ったものとみられる。
　　◎　内外金融市場の遮断規制
　海外との自由な資金交流を規制しようとした規制である。その目的は、海
外からの資金流入で、国内の金融統制が乱されることを防ぐ為で、低金利政
策、ビルト・イン・スタビライザーの構築等の円滑な運営、引いては、国内
金融システムの安定化に資することになる。
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　　＠店舗規制
　金融機関同志の過当競争を避ける為に、店舗の新・増設は大蔵省の許可事
項とし、自由な営業活動を制限することによって、銀行経営の安定を図らん
としたものである。
②経営安定化の為の規制
　代表的なものは、バランスシート規制と呼ばれるものと監督官庁による検
査・行政指導である。
　バランスシート規制とは、大蔵省通達により、広義の自己資本比率、配当
率規制、配当性向規準、預貸率、大口融資規制、流動性比率などの基準を示
したものである。
　大蔵省、日本銀行の銀行検査は2年に一度の定期検査に加えて、必要に応
じ、随時実施される。検査内容は、経営方針、業務内容、管理体制、資産の
健全性チェック（債権分類についての大蔵省基準はH・皿・IV分類が、日銀
はS・D・Lの分類がある、回収に時問がかかる、疑問、不可能という分類
である）、というもので、これらの規制を遵守してゆけば落互者は出ないと
いう仕組である。
③補完的措置（信用秩序を守る為の措置）
　セーフテイ・ネットとしては二つある。一つは預金保険制度であり、他は
日本銀行による特別融資制度である。
　近時の金融システムは、数々の歴史的教訓を取入れ、その時点、時点での
ベストの組織を構築している。何回かの金融恐慌の教訓は金融機関経営の安
全性を各方面から補強してきた。その最後の側面が、若し、金融機関が破綻
に直面したらどうするか、というものである。その対処措置が、一つは預金
保険制度であり、もう一つは日銀特融制度である。
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　　②預金保険制度
　1971年4月に“預金保険法”が公布・施行され、同年7月に特別法人“預
金保険機構”が設立された。各種の金融機関が一体となって預金者保護を図
り、信用秩序を維持し、金融機関の経営破綻に備えるものである。
㊧預金保険機構の概要
　・資本金　4億5500万円
　　　　（政府・日銀各1億5000万円、民間銀行1億5500万円出資）。
　・対象金融機関
　　　銀行法上の銀行、長・信銀行、外為銀行、信用金庫、信用組
　　　合、労働金庫（農協、漁協には農水産業協組貯蓄保険機構が
　　　ある〉。
　・保険料
　　　前営業年度末の預金等の額に料率α012％を乗じて算出、ただ
　　　　し、①外貨預金、②譲渡性預金、③オフショア勘定の預金、
　　　④国、公共体などの預金、⑤他の銀行からの預金、⑥預金保
　　　険機構からの預金、⑦無記名預金は計算対象から除く。
　・対象預金等
　　　預金・定期預金・掛金・金銭信託（元本補填契約のあるもの）。
　　　ただし、前記①～⑦および架空名義預金、導入預金は除く。
　・保険金限度額
　　　一預金者に体し、元本合計1．000万円を限度、ただし、債務分
　　　は控除する（1971年は100万円、1974年は300万円、1986年以
　　　降は1，000万円、c．f．F　D　I　Cは10万ドル）。
　・預金保険事故
　　　第一種保険事故
　　　　金融機関の預金等の払戻し停止。
　　　第二種保険事故
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　　　金融機関の営業免許の取消し、破産、解散の決議。
　　　第一種保険事故の場合は、事故発生から一ヶ月以内に運営委
　　　員会の決議で決定、第二種の場合は当然の支払い。
・保険金の支払い原資
　　預金保険機構の責任準備金（1995年3月現在約9．000億、円〉が
　　　配当されるが、必要に応じ日銀借入。借入限度は現行5．000億
　　　円（大蔵省認可）。
・仮払金の支払い
　　預金者の普通預金に限って、20万円を限度として仮払い可。
・合併等に対する資金援助
　　金融機関の合併等（吸収、営業条と、株式取得）に際し、救
　　済金融機関に対し、資金援助（贈与、貸付、不良資産の買収
　　等）をすることができる。この場合は大蔵大臣の適格認定が
必要となる、大蔵大臣は合併あっせん、緊急性認定ができる。
　この預金保険制度は、1933年の金融恐慌の産物としての米国のF　I　D　C
（FederalDepositInsuranceColporation〉を範として作られたものである。
　わが国の預金保険法は、去る136通常国会で改正案が成立し、保険料率の
引上げ（5年問に限り、7倍の保険料を徴求）、整理回収銀行の整備などが実
現し、不良債権の整理に追われている金融機関並びに監督官庁にとっては強
力な助人となりつつある。
　　⑤　日本銀行による貸出
　日銀の信用創造機能を使って、日銀法25条の発効があった場合には特別融
資が行なわれる。過去の例としては、1965年の証券不況時における山一護券、
大井証券に対する特融がある。預金保険機構を経由しての今後の活用分野は
広がってゆくものと思う。
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参考例：預金保険機構を使っての住専処理案
　　　　　　　　　　　（一部は変更の予定）
住専7社13兆1900億整理・清算
（IV分類6・27兆円十欠損0．14）
1次損失6兆4100億円 債権などの資産6兆7800億円
財政支出
a800億円
・母体行債権全額放棄3。5兆円　　　　　　　　　　　　　　売・一般行一部放棄17兆円　　　　却
・農林系贈与0．53兆円
欝撰i蝶
　　　　不1一’
母体242兆円
一般210〃
農林226〃
計　678・ノ
（債務保証）
????? ????
母体行??
住宅金融債権
管理機構
預金保険
機　　構
住専勘定
一般行
??????? 「隔噛鱒騨一隔一一一一「 農林系??
回収作業
拠金出融
　　安基定
金化
1．0兆円
その他の
金融機関5 ????? ??
9，000億円
???（????????
?? α1兆円
日　銀』昂一一一 嘲一一一騨■
運用益 出資50億、円
箔 新基金 拠出〉?
んqΩ％備天ll　　　￥ 9αx臆、円大蔵省案（未定）＼（羅i鋼 ｛銀行6500億円（母体・一般）日銀1．000億、円
農林系1．500億円
③1．1次損失算出の根拠
　住専の債権分類：皿分類1．2兆円、IV分類6．4兆円、この合計7．6兆円をプロ
ラタ方式（修正母体行方式）で銀行負担額を算出、5．2兆円、これを母体行
3．5兆円、一般行1．7兆円、皿分類分を一次損失からはずし、健全資産と共に
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住宅金融債権管理機構に売却、一次損失はIV分類の627兆円と欠損金0．14兆円
の合計額6。4兆円とし、6．4兆円一5．2兆円＝1．2兆円を農林系金融機関の分担と
したが、農林系が負担できず、農林系は0．53兆円の分担となりその差0．68兆円
を財政資金で分担する処理案作成。これで住専処理法成立。
㊧2．1996年6月19日、朝日新聞より作成。
㊥3．日銀法第25条
（信用制度の保持育成のための業務〉日本銀行ハ主務大臣ノ認可ヲ受ケ信用
制度保持育成ノ為必要ナル業務ヲ行フコトヲ得。
5．崩れゆく護送船団方式
　戦後の日本経済の動きを年代別に大別してみると、1945－1955年頃迄の戦
後復興期、1956～1972年頃迄の高度成長期、1973年以降の低成長期、そして、
その中にあって、1988～1991年頃にかけてのバブルの膨張と崩壊期があった。
　1970年以降の特筆すべき動きとしては、1973年の第一次オイルショック、
1974年には戦後はじめてのマイナス成長を記録し、1977年には第2次オイル
ショック、1985年にはプラザ合意、1987年にはルーブル合意があり、一連の
動きを眺めると、資金の流れに大きな変化がでてきている。
　すなわち、法人企業部門の資金需要の減少、公共部門の資金不足の表面化
一これは不況対策としての公共投資の増大であり現在迄続いている一この結
果としての国債の大量発行、国債流通市場の発達、自由金利市場の萌芽、個
人・法人部門の余剰資金の増加による余剰資金運用二一ズの高まり、この結
果として金利選好の高まり、新しい金融商品の登場（銀行・信託・証券と金
融商品範囲が拡大され、かつ、相互関連性を持つ複合商品の登場）がみられ
た。
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　併行的に、国際経済社会への、わが国経済の組込みが急ピッチで進んだ。
　すなわち、1979年以降、海外との取引は、従来の“原則禁止”から“原則
自由”に変わり、インパクト・ローン、居住者外貨定期預金の自由化、実需
原則の撤廃、円転規制の撤廃、ユーロ市場と国内金融市場との連動性等々と、
国際化（Globa1〉が急速に進んだ。
　国際基準に照らして、基準をクリァーできないと存続不可能となるのが企
業の現実となってきた。
　内外のこの一連の動きはぐ当然のこと乍ら、金利の自由化を想像以上の規
模で、また、かつてみないようなスピードでもたらした。
　金利の自由化は、金融機関経営の改善、変革を要求し、国際規模の取引が
高まる中では、従来の独善的金融システムの存在は許されなくなり、国際基
準の下での内外の金融機関同志の競争が熾烈化し、改めて、金融機関の私企
業としての独立性・発展性が要求され、経営の効率性の要求が一段と高まっ
てきた。
　規制の世界から競争原理の働く世界への脱皮が要求されてきた。
　護送船団方式は崩れはじめ、競争原理が働きはじめたわけである。
　金融機関を取りまく諸規制は急速に緩和されつつある。
　金利自由化の進展は、ユーロー市場を中心とするオープン市場の拡大に負
うところが多く、競争原理の導入により、民間活力を引出す努力が国際的に
台頭しており、わが国も、この例外ではない。
㊧ロンドンがユーロー市場の中心となっている。ロンドンの持つ金
　融市場としての利点。
????English　Speaking　Coun廿y．
Infra・structureの優位性。（弁護士事務所、印刷所など）
治安の良さ、国民の手堅さ、市民レベルの高さ。
BOE（Bank　ofEngland）を中心として形成された金融市
場の伝統。
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　この間において、金融技術の革新（lmovation）が、金融変革を押進めて
いる。国境を越えた取引を可能にする通信・情報伝達システムの発達の寄与
が大きい。さらに、マルチメディア技術の発達によるエレクトロニック・バ
ンキングの普及は銀行の業務型態を変えてきた。（特に、電子マネーの動き、
インター・ネットの普及は注目に値する）。
　また、利用客重視の高まりも、無視し得ぬものとして、金融機関経営に影
響を与えている。利用者の二一ズが多様化・高度化されており、国際的規模
での金利選好の動きに対応できる体制の整備が要求されているわけである
（例えば、メリルリンチ社開発のCMA一一CashManagementAccomt一など）
　これらの結果として、コスト・パーフォーマンスの強化。金融二一ズの多
様化・高度化に対応した商品サービスの提供、業務多角化の経済性追求、金
融技術のイノベーション等々から、競争原理の導入によって、効率化要請が
強まってきた。
　このような要求に対応して、法的整備（例えば、1992年の金融制度改革関
連法一子会社方式で銀行・信託・証券業務への相互参入が可能となる）も
徐々に進み、規制緩和の動きも見られはじめた。
　同時に、競争激化、バブル崩壊の余波等も加わり、金融機関の整理淘汰の
動きも現われはじめている。
　金融機関の“不倒神話”の崩壊の影響は大きく、信用秩序維持・安定の為
の制度的対応がクローズ・アップされてきた。
　すなわち、制度的対応としては、バランス・シート規制、政策当局の監
督・指導の強化、セーフティ・ネット（預金保険制度、日銀特融など）の拡
充・強化、国際基準に即応できる、情勢に応じて必要な制度の整備等が要求
される。（国際基準については⑳参照〉
　一面では、護送船団方式が崩れ、競争原理の働く新しいフロンティアーに
立ち、同時に、その為の、又は、新しく生じた信用秩序維持策が要求される
という局面に遭遇している。
　しかも、これらが国際的規模で進行している処に、問題を一層複雑にして
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いる。
　これらの諸現象の中で、金融再編成のシグナルが点滅している。金融機関
は、どこに、自分の将来への活路を見出そうとしているのか。果して、単独
で生きられるのか、他の誰かと提携するか、他の誰かと併合するか、誰かの
庇護を受けて合併してもらうのか、これらの選択肢は日夜金融機関の経営者
の頭の中で推敲されていることと思う。
　選択の方向はいくつかある。ユニバーサル・バンキングヘの道（Money
Center）、独立・専門化への道（Boutique）、地域銀行への道（Super
regional，regional）と多岐に分れている。この戦略的選択が、金融機関にと
っての目下の最重要課題であり、又、21世紀に生き残る道でもある。
曾　自己資本比率規制（国際基準）
1．基本的枠組
①算出方式
　　　自己資本／リスク・アセット×100％＝規制水準以上。
②銀行本体のみでなく、子会社を含めて、連結して規制する。
③リスク・アセット方式
　　　銀行の貸付金、有価証券等の資産項目について、その性質の違い
　　　によってリスクの大小を判定し、リスクの大きいもの程大きなウ
　　　エイトを掛けて合計した額（リスク・アセット）を自己資本比率
　　　算出上の分母とする
④オフ・バランス項目の計上
　　　スワップ・オプション等の金利・両者契約に基づくものをはじめ
　　　とし、銀行のB／Sに計上されていない資産項目をも取り込んだ
　　規制。
2．対象
　国際業務に携わる銀行。
3．自己資本の構成項目
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　　　自己資本は、基本的項目（株式、準備金）と補完的項目（有価証券含
　　み益：引当金等）に区分し、前者は無制限に、後者は前者と同額まで、
　　　自己資本に参入する。
　　4．有価証券含み益の取り扱い
　　55％を控除して、補完的項目に参入する。
　　5．自己資本比率の目標基準
　　　当初（1988年3月）（規制水準なし）
　　　　中問目標（3年経過後、1991年3月〉7．25％
　　　・経過期間終了後（1993年3月以降〉8％
　　　　　　　　　　　　　○
（資料出所：大蔵省「財政金融統計日報」第443号、平成元年3月）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
（本学兼任講師）
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